
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ 相乗効果の評価 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

相乗効果の評価 

個別案件評価 



1 ティエス州タイバンジャイ村で実施された案件（複数援助村落） 
 タイバンジャイ村では、水供給に係わる案件として、地方水道施設整備計画（無償

資金協力：以下、無償）、地方給水施設拡充計画（無償）およびJOCVの活動（水道

水を利用した生産活動等）が実施されている。これらを水供給に係わる一つの案件

群としてとらえ、評価を行った。 

 

1.1 地方水道施設整備計画（無償）、地方給水施設拡充計画（無償）および JOCV の活動 

1.1.1 案件の概要 

 タイバンジャイ村は、首都ダカールに比較的近く、ダカールからは車で約1.5時間、

ティエス州の州都ティエスからは車で約30分の距離にある。このタイバンジャイ村ま

で、アスファルト舗装道路が届いており、道路アクセスは良好である。農業を主たる経

済活動とする比較的大きな人口（約3,200人）を擁する村落である。農牧業従事者以

外には、近くにあるリン鉱石採掘場（ICS：セネガル化学工業）で働く労働者、公務

員、交易業に従事する人も多い。 

 タイバンジャイ村では、水供給に関する案件が上記の通り3つ実施されている。1979
年の基本設計調査から開始された「地方水道施設整備計画」で、無償資金協力によ

り全国10地区で水道施設が整備されたが、このうちの1地区が、タイバンジャイ村であ

る。計画年次は、1993年までの15年間で、計画裨益人口1,480人、計画裨益家畜頭

数560頭であった。 

 1994年には、老朽化した施設の改修および周辺村落への給水拡大を目的とした無

償資金協力「地方給水施設拡充計画」によりタイバンジャイ村の水道施設が改修さ

れ、給水対象も周辺2か村まで拡張された。計画年次は2004年までの10年間、計画

直接裨益人口6,964人（3か村）、計画裨益家畜頭数3,619頭であった。タイバンジャイ

村に限れば、計画裨益人口3,010人、計画裨益家畜頭数563頭であった。 

 その後、2001年から2002年にかけて、JOCVシニア隊員が、水道施設の運営管理を

担当しているタイバンジャイ水管理委員会に派遣され、水を利用した野菜栽培等の

活動を実施した。 

 

 以上を水供給に関する一つのプログラムとしてとらえて、評価用PDMを作成した(表
3.1-1参照)。 
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表3.1-1 地方水道施設整備計画、地方給水施設拡充計画およびJOCV隊員評価用PDM  
プロジェクトエリア： Thiés州Tivaouane県Meouane郡Taïba Ndiaye村落共同体Taïba Ndiaye村 期間：1979年5月～2004年 
ターゲットグループ： タイバンジャイ村の住民3,010名と家畜563頭（大型家畜換算頭数） （給水事業の計画年次2004年） 2003年3月JICA調査団作成 

プロジェクトの要約 指標 指標入手手段 外部要因 
【上位目標】 
住民の健康増進と牧畜を含む農業生産

の増加が図られ、地域経済の振興に寄与

する。 

 
• 
• 
• 

 
• 
• 

給水率（都市との比較、90%） 
所得の向上 
保健関連指標の改善（水を起因とする疾

患の減少等） 

 
• 質問票調査（給水率） 

質問票調査 
質問票調査（保健状況） 

 

【プロジェクト目標】 
安定的かつ良質の水の供給が行われる。

（住民用および家畜用。計画年次2004
年）。 

 
• 

• 

 
• 

• 

• 
住民3,010名と家畜563頭を対象に、水が

供給される。 （目標値：住民35 ℓ/人/日、

家畜45 ℓ/頭/日）  
良好な水質 

 
• 質問票調査（水利用量、給水量） 

質問票調査（裨益人口、裨益家畜頭

数に関するデータ） 
質問票調査（水質に対する住民の満

足度） 

極度の干ばつ等による水不足や降雨

不足が発生しない。 

【成果】 
1 地方水道施設整備計画に係る事業計

画 書 が 作 成 さ れる（計画年次 1993
年）。 

2 地方水道施設整備計画に係る給水施

設が整備される。 
3 地方水道施設整備計画に係る施設が

適切に運営・維持管理される。 
 
4 地方給水施設拡充計画に係る事業計

画 書 が 作 成 さ れる（計画年次 2004
年）。 

5 給水施設が改修・拡充される。 
6 施設が適切に運営・維持管理される。 
 
7 水道水を利用した生産活動により所得

が創出される。 

 
1 地方水道施設整備計画に係る基本設

計報告書 
 
2 整備された施設 
 
3 水道施設運営の収支が合う。 
 
 
4 地方給水施設拡充計画に係る基本設

計報告書 
 
 
5 改修・拡充された施設 
6 水道施設運営の収支が合う。 
 
7 所得創出金額と参加者数 

 
1 地方水道施設整備計画に係る基本

設計報告書 
 
2 総合報告書 
 
3 水道施設の維持管理記録（水料金徴

収状況、維持管理費用） 
 
4 地方給水施設拡充計画に係る基本

設計報告書 
 
5 総合報告書 
6 質問票調査（水料金徴収状況、維持

管理費用） 
7 既存資料および現地聞き取り調査 

• 
• 
• 
• 

燃料や電気が安定的に供給される。 
スペアパーツの入手が容易である。 
急激に人口が増加しない。 
家畜頭数が、急激に増加しない。 
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• 研修を受けた維持管理要員 (オペ

レーター)が継続して業務に従事す

る。 

【活動】 
1-1 地方水道施設整備計画に係る基本

設計調査の実施 
1-2 実施設計・施工監理の実施 
2-1 給水施設の建設 
2-2 維持管理用の機材調達 
3-1 適切な維持管理費の支出 
3-2 施設の運営および定期的な維持管理

の実施 
3-3 水料金の徴収 
 
4-1 地方給水施設拡充計画に係る基本

設計調査の実施 
4-2 実施設計・施工監理の実施 
 
5-1 給水施設の改修・拡充 
5-2 維持管理用の機材調達 
 
6-1 適切な維持管理費の支出 
6-2 施設の運営および定期的な維持管理

の実施 
6-3 水料金の徴収 
 
7 JOCV隊員の協力による、水道水を利

用した野菜栽培等を行う。 

【投入】 
日本側 
 

(1) 地方水道施設整備計画に係る調査団

の派遣： 基本設計、実施設計・施工監理 
(2) 地方水道施設整備計画に係る建設工

事 6.0億円（E/N金額合計、ただし本地区

を含む全10サイトの計画全体および設計監

理費を含む） 
 
(3) 地方給水施設拡充計画に係る調査団

の派遣： 基本設計、実施設計・施工監理 
(4) 地方給水施設拡充計画に係る建設工

事 13.87億円（E/N金額合計、ただし本地

区を含む全12サイトの計画全体、維持管理

センター2か所の建物・機材および設計監

理費を含む） 
 
(5) JOCV シニア短期緊急派遣1名（村落

開発普及員、派遣期間14か村、2001年2月

～2002年4月、派遣先は、タイバンジャイ水

管理委員会） 
 

 
セネガル側 

 
(1) 地方水道施設整備計画： 水道施

設の維持管理費 
 
(2) 地方給水施設拡充計画： 水道施

設の維持管理費 （B/D報告書の数値、

全12ｻｲﾄを含む計画全体） 
①政府負担分259.3万円/年 （１ｻｲﾄ当

たりに換算すると21.6万円/年） 
②住民負担分704.3万円 （１ｻｲﾄ当たり

に換算すると58.7万円/年） 

【前提条件】 
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（備考） 地方水道施設整備計画基本設計調査報告書： 1979年7月（このタイバンジャイ地区は、整備計画10サイトのうちの１つ）。 
地方給水施設拡充計画基本設計調査報告書： 1995年3月（このタイバンジャイ地区は、拡充計画12サイトのうちの１つ）。 
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1.1.2 妥当性 

(1) セネガル国政府の政策との整合性 

 セネガル国における地方水道整備事業は1960年の独立以来、数次にわたる国家

開発計画に基づいて実施されてきた。第5次社会経済開発計画（1977～81年）から

第9次社会経済開発計画（1996～2001年）にいたるまで終始、地方開発の中枢に位

置付けされている。また、セネガル国政府は地方水道整備を重点施策とする水利緊

急計画を策定し、これを進めてきた。最近作成されたPRSPの中でも、飲料水へのア

クセス改善と給水施設の自立的な維持管理を重要視している。 

 したがって本案件は、セネガル国政府の政策との整合性が高いと言える。 

  

(2) 日本の援助政策との整合性 

 1979年以降、20年以上にわたり継続的に水道施設建設を主とする水供給分野へ

の協力を実施している。現在、日本の援助の重点分野として、次の3つの分野が掲げ

られている。 

① 基礎生活の向上（水供給/教育/保健分野） 

② 環境（砂漠化防止） 

③ 農水産業 

 水供給案件は、重点分野の一つである「基礎生活の向上」に含まれ、さらにまた、

家畜への水供給も含まれていることから「農水産業」にも関わるものと言える。  

 したがって本案件は、現在の日本の援助政策との整合性が高いと言える。 

 

(3) 受益者のニーズ 

 最初の計画が作成された1979年は、井戸から手作業で水汲みであり、給水施設が

なく、施設整備の必要性が高かった。その後、給水施設拡充計画が計画された1994
年には、日本の無償資金協力で整備された給水施設は、建設後15年以上経過した

ことから、人口増加や施設の老朽化、周辺の集落への給水ニーズの増大に対処する

必要性が高くなっていた。いずれも当時の受益者のニーズに合致していると言える。  

 水は、生活に必須のものであり、安全かつ安定的な水供給が継続的に確保される

ことが必要であり、現時点の住民の基礎的ニーズに合致していると言える。 

 

1.1.3 有効性 

 以下に述べるように、水利用量については目標値を達成しているとは言えないが、

満足度が高いことから、高い成果を上げていると評価できる。 
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 本件調査における質問票調査結果（各村15世帯での聞き取り調査、キーイン

フォーマント調査および水管理委員会調査）や第2次現地調査での聞き取り結果か

ら、次のような状況にあることがわかった（他の水供給案件の場合も同様）。 

 タイバンジャイ村の現在の給水裨益人口（2002年）は、3,176人で家畜頭数（大型家

畜換算頭数）は314頭である。2002年時点ですでに、計画人口3,010人より多くの住

民に給水している。住民1人当たりの水使用量は、29.7ℓ/人/日であり、目標値（計画

単位給水量）35ℓ/人/日には達してはいないものの、目標値の約85%に達している。

給水量に対する住民の満足度も87%と高いものとなっている。また、水質に対する住

民の満足度も高く、「非常に良い」あるいは「良い」と回答した世帯が100%となってい

る。現地での聞き取り結果では、給水システムにより安定した水供給が行われてい

る。なお、各戸給水となっている世帯が全世帯の約80%に上っている。その場合、1
日24時間水道の水を利用することが可能である。 

 

1.1.4 効率性 

 全般的に、本案件の効率性は高いと判断する。以下に成果の達成度合いを記す。 

(1) 成果の 1～5 の項目について 

 評価用PDMに示した、成果のNo.1～No.5までの項目、すなわち最初の「地方水道

施設整備計画」に係る事業計画作成、給水施設整備、施設の運営維持管理、そして

次の「地方給水施設拡充計画」に係る事業計画作成、給水施設整備における、効率

性については特に問題点は見られない。 

 

(2) 成果 6 施設が適切に運営・維持管理される。 

 無償資金協力により建設された給水システムは、十分に活用され、運営収支は黒

字となっており、良好に運営維持管理されている。 

 

(3) 水道水を利用した生産活動により所得が創出される。 

 JOCV隊員の協力のもと、野菜栽培モデル圃場で給水システムの水を利用したトマ

ト、ニンジン、キャッサバ、レタス、キュウリ、タマネギ、ナス、ジャガイモ等の栽培が実

施され、村民8名が参加した。この野菜栽培から得られた金額は120万CFAフランで

あった。水管理委員会が水と資材を提供したので、収入額から投入費用を差し引き、

利益を委員会と農民とで分け合ったとのこと。給水システムの水の利用による所得創

出という成果を上げたと評価できる。 

  

(4) その他： さらに効率性を高めるための課題 

 本案件の効率性は、全体として高いものであったと判断されるが、さらに効率性を

高めるための課題として、以下の事項があげられる（水管理委員会が抱える課題へ

の対処。水管理委員会のメンバーからの聞き取りに基づく）。 
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a. 組織運営に関する能力のさらなる向上（他の村落にある水管理委員会と比較す

れば高い運営能力を有していると評価されているが、水管理委員会のメンバー

自身は、運営に関する知識や技術をさらに身につける必要性を感じている） 

b. 水管理委員会用の事務所の建設（書類や金を保管する場所や会議を行う場所

がないため）。 

 

1.1.5 インパクト 

 本調査で確認されたインパクトの概要を表3.1-２にまとめた。 

表3.1-2 インパクトの概要 
項 目 インパクトの概要 

保健衛生 水起因の病気の減少、診療所の衛生環境改善、流産の減少、水汲み時間の

短縮と労力の軽減 
教育 女子の授業への出席増加 
所得向上・創出 女性の生産活動への従事 
水管理委員会関連 地域社会に対する支援 

 

1.1.6 自立発展性 

 給水施設の軽度の故障は水管理委員会メンバーが修理してきた実績があり、また

施設の運転を担当しているオペレーターの能力も高く、技術面での自立発展性は高

いと判断される。また、水管理委員会は、組織面でも高い能力を有しており、かつ、

財務面でも、給水事業から得られる収益を活用して地域コミュニティーへの各種支援

を行ってきた実績を有することから、組織面・財務面でも自立発展性を有すると判断

する。 

 

1.2 タイバンジャイ保健・教育施設整備計画（草の根無償資金協力） 

 本案件は、保健施設整備案件と教育施設整備案件との別個の案件といえるが、資

金源が1つであるので、ここでは一体の案件として評価する。 

 

1.2.1 案件の概要 

 タイバンジャイ村には、1936年に建てられた診療所があったが、老朽化が著しく、ま

た医療機材もほとんどない状況で、衛生環境を確保することが難しい状況にあった。

このような状況の中で、当該診療所では、タイバンジャイ村を含む周辺39か村から

やってくる多くの患者に対応しなければならなかった。 

 一方、タイバンジャイ村にある小学校は、1949年に建てられたもので計12教室ある

が、屋根の破損、壁の亀裂、床の破損など老朽化が著しかった。そのため、雨期には

雨が教室に入り込み授業を中断せざるを得なくなったり、砂埃が舞い込んだりする問

題があり、校舎の建て替えが急務となっていた。以上の状況を改善するため、診療

所・小学校の施設整備計画について、タイバンジャイ村落共同体から在セネガル日

本大使館に草の根無償資金協力が要請された。そして、2002年1月にE/Nが締結さ

れ、診療所と小学校の施設と機材が整備された。事業概要は以下のとおりである。な
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お、建設工事は2002年8月に完了し、診療所と小学校の教室は、同年10月から利用

が開始された。 

a. 診療所および産院の改築と小学校の教室（4教室）の改築 

b. 診療所用医療機材（机、椅子、棚、ベッド、冷蔵庫、分娩用ベッド、乳児用秤、は

さみ、吸引機、等）の供与 

c. 小学校用機材（椅子付き机、教師用机、棚、等）の供与 

d. 裨益人口は、周辺39か村の21,645人。 

e. この案件の実施により期待される効果は、診療所の保健医療環境が改善される

ことと、初等学校就学率が向上することにある。 

 

 評価用PDMを表3.1-3に示す。 
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表3.1-3 タイバンジャイ保健・教育施設整備計画評価用PDM（草の根無償） 期間：2002年1月(E/N)～ 
プロジェクトエリア：Thiés州Tivaouane県Meouane郡Taïba Ndiaye村落共同体Taïba Ndiaye村  
ターゲットグループ： タイバンジャイ村を含む周辺39か村の住民 21,645名 2003年3月JICA調査団作成 

プロジェクトの要約 指標 指標入手手段 外部要因 
【上位目標】 
1 住民の健康状態が改善する。 
2 初等学校生徒の学力が向上する。 

 
1 疾病罹患率 

2 初等学校修了率 

 

 

 

【プロジェクト目標】 
1 診療所の保健医療環境が改善される。 
2 初等学校就学率が向上する。 

 
1 診療所の来院者数 
2 初等学校就学率 

 
1 現地で聞き取り 
2 現地聞き取り 

• 診療所および初等学

校運営に必要な費用

が確保される。 
【成果】 
1-1 診療所の保健医療設備が改善される。 
1-2 保健医療サービスの質が改善する。 
 
2-1 良好な施設環境を有する教室が増加する。 
2-2 良好な設備環境を有する教室が増加する。 
2-3 教室の安全性の向上により、学校に通う生徒の数が増加す

る。 

 
1-1 診療所の建物と設備機器 
1-2 診療所における出産数、妊産婦死亡率、妊

産婦の予防接種、子どもの予防接種率 
2-1 老朽化している12教室のうち、4教室が新しく

なる。 
2-2 生徒１人当たりの床面積 
2-3 生徒数 

 
1-1 現地で聞き取り、計

画図 
1-2 現地で聞き取り 
2-1 現地で聞き取り 
2-2 現地で聞き取り 
2-3 質問票調査、現地で

聞き取り 

• 診療所および初等学

校運営に必要な費用

が確保される。 

診療所の医療スタッフ

の人数が減少しない。 
小学校の教師の人数

が減少しない。 
 

【活動】 
1-1 小さく老朽化した診療所(3部屋)を取り壊し、産科付きの

診療所（10部屋、トイレ、待合いスペース付き）を建設し、

機材・医薬品を調達する。 
1-2-1 外来診療（診療、処置）を行う。 
1-2-2 産科医療を行う（妊産婦検診や出産介護）。 
1-2-3 予防保健医療を行う。 
2-1 小学校の教室を改築する（老朽化した4教室を取り壊し、4

教室を新築する）。 
2-2 改築した教室用の設備（生徒用椅子付き机120個、教師

用机・イス4セット、棚4個）を調達し、蛍光灯照明を取り付

ける。 
2-3 改築した教室を使って、授業を行う。 

 

【投入】 
日本側 
事業費 6,842,900円（E/N金額） 
 
（参考データ）  
新築された診療所の部屋： 分娩室、妊婦待合

室、出産後の部屋、助産師待機室、看護士事務

所、診断室、治療室、カウンセリング室、入院室、

薬局、水洗トイレ。 

 
セネガル側 

事業計画、施工監理：タイ

バンジャイ村落共同体

が事業実施者 
診療所の敷地 
診療所職員 計７名 
小学校の教師 計13名 
 

【前提条件】 
地域住民が事業計画の

内容に賛成する。 
 

• 

• 
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本案件は、平成13年度 草の根無償資金協力により実施された。草の根無償の範囲は、施設建設と機材調達である。 
診療所は、2002年10月から使用開始した。また、小学校の教室も2002年10月からの新学年から使用開始した。 
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1.2.2 妥当性 

(1) セネガル国政府の政策との整合性 

 セネガル国の第9次社会経済開発計画（1996～2001年）に掲げられた重点分野と

の整合性がある。また、PRSPでは、基礎的社会サービスの改善として、教育、保健、

飲料水等の必要性が述べられており、整合性が高い。 

 

(2) 日本の援助政策との整合性 

 日本は、基礎生活の向上（水供給、教育、保健・医療）、環境（砂漠化防止）、農水

産業を重点分野としている。保健・教育分野の案件である本案件は、日本の援助政

策と整合性がある。 

 

(3) 受益者のニーズ 

 本地域の委員会や住民組織の代表者（水管理委員会、村落共同体の役員、保健

委員会、父兄会、警備委員会、村長、宗教指導者など）により、この地域が抱えてい

る問題について検討が行われた。その結果、建設後50～60年経過し老朽化した小

学校の教室と診療所の建て直しが早急に必要であるという結論となった。まさに受益

者のニーズに基づいて受益者主体で計画された案件である。 

 

1.2.3 有効性 

 本案件は、2002年1月にE/Nが締結され、同年8月に小学校と診療所の施設・機材

の整備が完了した。その後、それぞれ同年10月から施設・機材の利用が開始されて

いる。運営が開始されて4か月ばかり経過した案件であるので、まだ有効性を評価で

きる時期ではないが、現状について以下に述べる。 

 

(1) プロジェクト目標の達成度について 

 診療所を訪れる人数は季節的な変動が大きいが（雨期に来院する人数が多くな

る）、2003年1月の現地調査時には施設改修後4か月しか経っておらず、案件実施前

と実施後の比較は困難であった(表3.1-4参照)。なお、診療所の所長（看護師）の話

によれば、以前、都市部の別の診療所へ行っていた人がこの診療所に来るように

なったり、他の村落からより多くの人が来るようになったりしているとのこと。 
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表3.1-4 診療所への来院者数に関するデータ 
単位：人 

 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 
2001年 - - - - - - - - - 495 362 250 
2002年 200 173 162 180 179 291 331 394 453 526 293 271 
2003年 273 -           
出典： タイバンジャイ診療所データ 
注： 診療所整備実施後の数値を太字斜体で示した。 

 

 小学校の生徒数についてのデータは入手できたが、就学率については、データが

入手できなかった。総生徒数については、2001年の625人から2002年の655人と若干

増加している。 

 

1.2.4 効率性 

 2002年1月にE/Nが締結され（E/N金額は、約684万円）、同年8月には診療所と小学

校の施設建設と機材整備が完了しており、極めて効率的に案件が進められたと言え

る。なお、整備された施設や機材は十分に活用されている。 

 地域住民が主体となって、本案件の計画作成から日本大使館への要請書提出ま

での活動をおこなっているが、当時、タイバンジャイ水管理委員会に派遣されていた

JOCV隊員も情報提供等の面で支援を行っており、効率性に良い影響を与えた貢献

要因として考えられる。 

 以下に成果の達成度合いを記す。 

 

(1) 診療所の保健医療設備が改善される。 

 

 以前の診療所は3部屋しかなかったが、新しくなった診療所には、計10室できてい

る。また、水洗トイレ、待合いスペースが設けられ、利用者にとっても利用しやすくなっ

ている。成果は十分出ていると判断する。 

 

(2) 保健医療サービスの質が改善する。 

1) 診療所における出生数 

 診療所で生まれた子供の人数を、新しい診療所が開所した2002年10月の前と後で

比較すると、以前は、月平均9.8人、以後は、月平均15.5人となっている(表3.1-5参

照)。 
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表3.1-5 診療所で出生した子供の人数（2002年1月～2003年1月） 
2002年 2003年  

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 
出生数 10 11 11 8 17 6 7 8 10 10 16 19 17 
 平均9.8人 平均15.5人 
出典： タイバンジャイ診療所データ 

 

 極め限られた情報からの判断ではあるが、診療所で出産する妊婦が増加する傾向

にあると言える。この要因には、診療所が新しく、衛生的になり、設備も整い、妊婦の

入院が可能（4名まで可能）となったことがあげられる。以前は、妊産婦が使用できる

のは1部屋のみだったので、出産後に休息を取るためのスペースが無く、出産当日に

家に帰らなければならなかった。そのため、別の地域の診療所で出産する人もいた。

現在では、出産後2日間、診療所で休むことも可能となっている。なお、看護師の話

によると、妊婦は、出産後最低6時間の休養を取ることが必要で、初産の人は2日後

の退院、出産経験者は1日後の退院が望ましいとされている。 

 

2) 妊産婦死亡率 

 最近、この診療所において妊産婦が死亡したケースはない。なお、数値には表れ

ないが、看護師の話によれば、診療所の衛生環境が改善したことで、病気の感染リス

ク、例えば出産後の処置が適切でないと破傷風にかかる恐れが妊産婦にあるが、こ

のようなリスクが低減しているとのこと。 

 

3) 妊産婦への予防接種 

 妊産婦への予防接種の実績（回数）を、表3.1-6に記す。 

表3.1-6 妊産婦への予防接種の実績（2001年1月～2002年12月） 
 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計 
2001年 16 10 9 15 10 16 25 25 20 16 17 25 204 
2002年 10 4 15 16 13 16 29 29 29 25 50 30 266 
出典： タイバンジャイ診療所データ 
注： 診療所整備実施後の数値を太字斜体で示した。 

 

 診療所の整備後の情報は3か月間と限られたものではあるが、2002年10～12月の

数値は、前年同月の数値に比べていずれも大きくなっている。 

 

4) 子供の予防接種 

 予防接種回数のデータを表3.1-7に記す。なお、診療所では予防接種率について

は把握していない。 
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表3.1-7 子供の予防接種回数（2001年1月～2002年12月のデータ） 
 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計 
2001年 172 98 80 133 181 187 109 137 141 143 211 112 1,704 
2002年 165 114 217 177 124 149 98 109 172 116 72 213 1,726 
出典： タイバンジャイ診療所データ 
注： 診療所整備実施後の数値を太字斜体で示した。 

 

 「妊産婦への予防接種回数」同様、3か月間と限られた情報のため、今後の推移を

見る必要がある。ただし、ワクチン保管用の冷蔵庫が整備されたことで、必要量のワク

チンを保管できるようになり、ストック不足が生じることが無くなっている（以前は、小さ

な冷蔵庫を使用していたため、しばしばストック不足が生じていた）。  

 なお、参考として、案件実施前の子供の予防接種率、ワクチンのストック不足および

妊産婦健診に関するデータを表3.1-8に示す。 

 

表3.1-8 子供の予防接種率、ストック不足および妊産婦健診に関するデータ 
子供の予防接種率 2000年1月1日～6月30日までに生まれた子供が、1回以上の予防接種を受け

る比率は、72.01%であった（293人中211人が接種）。また、規定通りの回数の

予防接種を受けた子供の比率は、12.96%であった（293人中38人が規定どお

り接種）。 
ワクチンのストック不

足 
2000年に拡大予防接種プログラムとして0～14歳児を対象に予防接種につい

てのモニタリングを184日間行ったところ、ワクチンのストック不足が生じた日数

は計120日であった。 
妊産婦健診 2000年1月1日～6月30日にかけて、1回以上の妊産婦健診を受けた人の割合

は、15.01%（293人中44人）。規定通り3回ちゃんと受けた人の割合は、5.8%
（293人中17人）であった。 

 

(3) 良好な施設環境を有する教室が増加する。 

 本案件によって、老朽化した4教室が取り壊され、4教室が新築された。現在、5年生

と6年生の教室として使用されている。なお、同時期に、イスラム開発銀行の援助によ

り同小学校の3教室が改築されている。 

 

(4) 良好な設備環境を有する教室が増加する。 

 以前の教室の床面積は65m2であったが、新しい教室の床面積は90m2である。4つ

の教室を使用している5年生と6年生の生徒数は合計216人で、1教室当たりの平均生

徒数は54人である。生徒１人当たりの床面積は、1.20m2から1.67m2へと約4割広く

なった。 

 なお、住民の支援により、教室には蛍光灯が取り付けられた。朝まだ暗い時刻や、

夕方暗くなった時にこの照明が使われている。自宅に電気がない生徒の中には、夕

方、学校に来て宿題をやっている子どももいる。 
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(5) 教室の安全性の向上により、学校に通う生徒の数が増加する。 

 総生徒数については、2001年の625人から2002年の655人と増加している。ただし、

本案件を実施した効果として、学校に通うようになった生徒の人数については、デー

タがなかった。 

 

1.2.5 インパクト 

 整備された診療所と小学校教室の使用が開始されたのは、2002年10月であるが、

現時点で認められるインパクトを以下に記す。 

 

a. 別の村落からタイバンジャイの小学校に来るようになった生徒がいる。 

b. 診療所で、研修生を受け入れている。 

c. 本案件は、2001年に本地域の各種委員会や住民組織の代表者により計画立案

された。この際に、タイバンジャイ村の開発を目的とした「タイバンジャイ村開発組

合」が設立された。 

 

1.2.6 自立発展性 

(1) 小学校の場合の自立発展性 

 建物はしっかりした作りで、椅子付き机も教室内にきちんと配置されていた。新しく

なった4つの教室は、5年生の2クラスと6年性の2クラスが使用し、1つの教室に1人の

教師が割り当てられている。なお、総教室数および教師数は草の根無償資金協力の

実施前後で変化はない。学校運営上の負担が増加しているわけではないので、自立

発展性に特に問題はないと判断する。 

 本案件で改築した教室数は、老朽化した12教室のうちの4教室であるが、さらに、イ

スラム開発銀行の援助で3教室の改築もほぼ同時期に実施されている。なお、さらに

小学校の教育環境を改善するためには、残りの老朽化した5つの教室を改築する必

要性があり、小学校全体としての自立発展に向けての課題がまだ残っていると言え

る。 

 

(2) 診療所の場合の自立発展性  

 整備された施設・機材を利用した運営が始まったばかりであるが、現時点では、本

案件で整備された施設・機材が有効に活用され、診療所に勤務する職員の人数も減

少していない。今後、より良い保健医療サービスが提供できる診療所として住民に認

知されれば、さらに自立発展性が確保されるものと予想される。 

 財務面では、診療所の運営維持管理費は、国から給料が支給されている看護師1
名を除いて、基本的に診療費収入や医薬品販売収入でまかなわれている。その

データを表3.1-9に示す。 

 

III-13 
 



表3.1-9 診療費収入および医薬品販売収入に関するデータ （単位： CFAフラン） 
年 月 診療費 

収入（大人） 
診療費 

収入（大人） 
診療費 

収入合計 
医薬品 

販売収入 
総計 

2001 11 20,400 12,000 32,400 515,720 548,120 
 12 14,850 9,200 24,050 356,170 380,220 

2002 1 12,300 6,300 18,600 212,280 230,880 
 2 11,400 5,500 16,900 200,335 217,235 
 3 12,000 4,000 16,000 186,715 202,715 
 4 11,550 5,000 16,550 193,195 209,745 
 5 10,500 4,000 14,500 206,785 221,285 
 6 17,700 8,600 26,300 257,780 284,080 
 7 22,200 9,300 31,500 353,670 385,170 
 8 19,950 11,100 31,050 368,080 399,130 
 9 27,900 15,200 43,100 649,260 692,360 
 10 データ無し データ無し データ無し 754,390 不明 
 11 18,450 7,300 25,750 341,320 367,070 
 12 16,200 5,700 21,900 373,955 395,855 

2003 1 12,900 7,400 20,300 283,305 303,605 
出典： タイバンジャイ診療所データ 
注： 診療所整備実施後の数値を太字斜体で示した。 

 

 診療費収入や医薬品販売収入は季節的な変動があるため、調査時点では成果の

有無は判断できなかった。 

 なお、2002年12月の維持管理費は323,610CFAフランで、同月は黒字であった。た

だし、保健委員会の委員長の話によると、必ずしもいつも十分な収入が得られている

わけではないとのこと。必要に応じて、収入創出のためのイベントを開催することもあ

る。財務面での自立発展性は、まだ十分と言えないと判断する。 

 自立発展における今後の課題としては、妊産婦保健のさらなる改善のため、女性の

看護師が必要とされている。現在、診療所の看護師が男性であるため、妊産婦はあ

まり男性による診察を受けたがらないという課題を抱えている。この課題を解決するた

め、各方面に支援を求めているところである。 

 

2 ティエス州ンダメ村で実施された案件（単一援助村落） 
2.1 地方水道整備計画（無償） 

2.1.1 案件の概要 

 ンダメ村は、ティエス州内にあり、ダカールから車で約1時間の距離に位置してい

る。同村はアスファルト舗装道路沿いに位置し、アクセス上便利な位置にある。人口

は819人、農業を主とする村である。 

 ンダメ村は、1983年度に開始された無償資金協力「地方水道整備計画」の対象11
地区の1地区に含まれる。なお、このンダメ村と、約2km離れたジェンデール村を合わ

せて1地区として、無償資金協力による水供給施設建設が実施された。計画年次は

1993年までの10年間で、両村合わせての計画裨益人口が2,040人、計画裨益家畜

頭数が6,990頭であった。 
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 なおその後、他ドナーの援助を受けて、周辺6か村の住民のため給水施設拡張工

事が実施され、現在、合計8か村の住民が水供給を受けている。 

 無償資金協力による水供給案件の評価用PDMを表3.2-1に示す。 
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表3.2-1 地方水道整備計画（ティエス州ンダメ村およびジェンデール村）評価用PDM  
プロジェクトエリア： Thies州Thies県Pout郡Diender村落共同体Ndame Lo村およびDiender村 期間：1983年～1993年 
ターゲットグループ： 地区住民 2,920名と家畜6,040頭（計画年次1993年） 2003年3月JICA調査団作成 

プロジェクトの要約 指標 指標入手手段 外部要因 
【上位目標】 
地域住民の健康増進と牧畜生産の増

加、地域経済が発展し、都市住民との

格差が是正される。 

• 
• 
• 

• 

• 
• 

給水率（都市との比較） 
所得の向上 
保健衛生面（水に起因する病気等）の指

標 

質問票調査（給水率）および統計

データ 
質問票調査 
質問票調査（保健状況） 

 

【プロジェクト目標】 
安全かつ安定した水の供給が行われる

（住民用および家畜用。1993年計画年

次。） 

 
• 

• 

• 
• 

• 

• 地区住民2,040名を対象に、飲料水82 m3/
日と家畜6,990頭用の飲料水245 m3/日、

合計327 m3/日が供給される。（住民40 ℓ/
人/日、家畜35ℓ/頭/日。） 
良好な水質 

 
質問票調査（水利用量、給水量） 
質問票調査（裨益人口、裨益家畜頭

数） 
質問票調査（水質に対する住民の満

足度） 

 
極度の干ばつ等による水不足や降雨

不足が発生しない。 

【成果】 
1 事業計画書が作成される。 
2 給水施設が整備される。 
3 施設が適切に運営・維持管理され

る。 

 
1 基本設計報告書 
2 建設された施設 
3 水道施設運営の収支が合う。 

 
1 基本設計報告書 
2 総合報告書 
3 水道施設の維持管理記録（水料金

徴収状況、維持管理費用） 

• 

• 
• 
• 

発電機用燃料（ディーゼル等）が安定

的に供給される。 
スペアパーツの入手が容易である。 
急激に人口が増加しない。 
家畜頭数が、急激に増加しない。 
研修を受けた運転要員が継続して業

務に従事する。 
【活動】 
1-1 基本設計調査の実施 
1-2 実施設計・施工監理の実施 
2-1 給水施設の建設 
2-2 維持管理用の機材調達 
2-3 運転要員候補者への研修実施 
3-1 適切な維持管理費の支出 
3-2 施設の運営および定期的な維持管

理の実施 
3-3 水料金の徴収 

【投入】 
日本側（給水施設11ｻｲﾄおよび維持管理機

材） 
(1) 調査団の派遣 

基本設計  
実施設計・施工監理 

(2) 建設工事 13.0億円（EN金額合計） 
（維持管理用機材、設計監理費を含む） 
(3) 維持管理要員の研修 

 
セネガル側 

(1) 維持管理費  （データ無し） 
 
 
 

 

【前提条件】 
 

• 
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（備考） 地方水道整備計画基本設計調査報告書（第三次） 1984年3月。 Diender Ndame地区は、給水施設整備が実施された11地区のうちの一つである。なお、ジェンデール村とンダメ

村の2つの村が一体として1つの地区として計画されている。 
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2.1.2 妥当性 

(1) セネガル国政府の政策との整合性および日本の援助政策との整合性 

 ティエス州タイバンジャイ村で実施された案件の「1.1.2 妥当性」の項(P III-4)で述

べたとおり、水供給案件の妥当性は高い。 

 

(2) 受益者のニーズ 

 1983年（基本設計調査時）における村落住民の水利用量は、住民10ℓ/人/日、家畜

20ℓ/頭/日であった。１人当たりに必要な給水量からみて少ない状況であり、水利用量

の増加と良質な水の需要があった。 

 また、水は必須のものであり、安全かつ安定的な水供給が継続的に行われることが

必要である。現時点においても受益者のニーズに合致している。 

 

2.1.3 有効性 

 住民の水利用量の観点から判断すると、プロジェクト目標を達成してはいないが、

水質や水量に対する住民の満足度が比較的高く、ある程度の達成度には届いてい

ると言える。 

 ンダメ村の住民1人当たりの水使用量は、28.5ℓ/人/日であり、目標値35ℓ/人/日には

達してはいないものの、目標値の81.4%に達しており、水量に対する住民の満足度も

80.0%と比較的高いものとなっている。水質に対する住民の満足度も高く、「非常に良

い」あるいは「良い」と回答した世帯が100%となっている。一部住民（いずれも共同水

栓利用者）は、断水があること、利用できる水量が十分でないことが問題であると指摘

しているが、総体的には、ほぼ安定した給水が行われていると判断される。なお、ン

ダメ村での給水時間は、共同水栓（村内に2か所）の場合も各戸給水（32戸。総戸数

の約50%）の場合も、同じ8:00～10:00となっている。 

 

2.1.4 効率性 

 全般的に、本案件の効率性は高いと判断する。以下に成果の達成度合いを記す。 

 

(1) 成果 1「事業計画書が作成される」および成果 2「給水施設が整備される」 

 1983年に基本設計調査が開始され、その後、無償資金協力により給水システムが

建設され1986年から利用されている。効率性に特に問題点は見られない。 

 

(2) 成果 3「施設が適切に運営・維持管理される」 

 給水システムは十分に活用され、運営収支も黒字となっている。ポンプの故障時に

は、村落共同体や鉱業・エネルギー・水資源省の支援を受けつつ、新規のポンプを

調達・設置している。 
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 なお、「セネガル共和国 水利用・生活環境改善のためのコミュニティー活動支援

計画基礎調査団報告書 平成13年5月 JICA」では、「1998年に水量計が設置される

まで、料金徴収は自己申告制であったため、不公平感が住民の間で強かった。そこ

で、鉱業・エネルギー・水資源省の勧めもあり、水管理委員会が費用を負担し、全て

の水栓に水量計を設置した。 

 水管理委員会がこのような改善策を講じたことで、料金徴収がより正確で確実なも

のになり、水道事業運営上の効率性改善に寄与していると判断する。 

 

2.1.5 インパクト 

 本調査で確認したインパクトの概要を表3.2-2にまとめた。 

表3.2-2 インパクトの概要 
項 目 インパクトの概要 

保健衛生 水起因の病気の減少、水汲み時間の短縮とその労働の減少 
教育 女子の授業への出席増加、成人識字教育への参加 
所得向上・創出 女性の生産活動による所得創出 

 

2.1.6 自立発展性 

 これまでの実績から判断して水管理委員会が、水道事業の運営管理において高い

能力を有していると言える。他ドナーの支援を得て、周辺の他の6か村に対する給水

施設拡張を行い、良好に運営している現状にあることから高い自立発展性を示して

いると言える。今後も、本案件で発現した効果が持続するものと判断する。 

 

3 カオラック州サーニャ村実施された案件（複数支援村落） 
3.1 案件名： 地方村落給水計画（無償） 

3.1.1 案件の概要 

 サーニャ村は、カオラック市とタンバクンダ市を結ぶ幹線道路沿い、ダカールから約

265km、車で約5時間、州都カオラックからは車で約1時間の位置にある。農業を主と

する人口1,113人の村である。ピーナッツや稗粟類が主たる栽培作物である。 

 サーニャ村は、1997年度の無償資金協力「地方村落給水計画」の計画対象23地区

のうちの1地区として選定され、給水施設が建設された。計画年次は、2007年までの

10年間で、サーニャ地区の計画では、直接裨益住民1,293人、間接裨益人口4,350
人、裨益家畜頭数1,575頭であった。直接裨益住民の場合の１人当たり給水量の目

標値は、35ℓ/人/日であった。なお、給水対象には、サーニャ村以外も含まれていた。

給水施設は、2000年に完成した。 

 この案件の評価用PDMを表3.3-1に示す。 
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表3.3-1 地方村落給水計画（カオラック州サーニャ村）評価用PDM  
プロジェクトエリア： Kaolack州Kaffrine県Malem Hodder郡Malem Hodder村落共同体Sagna村 期間：1997年6月(B/D)～2007年 
ターゲットグループ： 直接裨益住民 1,293名、間接裨益住民4,350名(6村)と大型家畜換算頭数1,575頭 （計画年次2007年） 2003年3月JICA調査団作成 

プロジェクトの要約 指標 指標入手手段 外部要因 
【上位目標】 
住民の健康増進と牧畜を含む農業

生産の増加が図られ、地域経済の振

興に寄与する。 

• 

• 
• 

• 
• 
• 

給水率（都市との比較。政府の目標は2010年

までに同等レベルにすること（90%）） 
所得の向上 
保健関連指標の改善（水を起因とする疾患の

減少等） 

質問票調査（給水率） 
質問票調査 
質問票調査（保健状況） 

 

【プロジェクト目標】 
安定的かつ良質の水の供給が行わ

れる（住民用および家畜用。計画年

次2007年）。 

• 

• 

• 
• 

• 

• この地域住民（直接裨益住民 1,293名、間接

裨益住民4,350名。）を対象に、飲料水と家畜

1,575頭用の飲料水が供給される。（住民35ℓ/
人/日、家畜45ℓ/頭/日） 
良好な水質 

質問票調査（水利用量、給水量） 
質問票調査（裨益人口、裨益家畜頭

数に関するデータ） 
質問票調査（水質に対する住民の満

足度） 

極度の干ばつ等による水不足や降雨

不足が発生しない。 

【成果】 
1 事業計画書が作成される。 
2 給水施設が整備される。 
3 施設が適切に運営・維持管理さ

れる。 

 
1 基本設計報告書 
2 改修・建設された施設 
3 水道施設運営の収支が合う。 

 
1 基本設計報告書 
2 総合報告書 
3 質問票調査（水料金徴収状況、維

持管理費用） 

• 

• 
• 
• 

発電機用燃料（ディーゼル等）が安定

的に供給される。 
スペアパーツの入手が容易である。 
急激に人口が増加しない。 
家畜頭数が、急激に増加しない。 
研修を受けた運転管理者が継続して

業務に従事する。 
【活動】 
1-1 基本設計調査の実施 
1-2 実施設計・施工監理の実施 
2-1 給水施設の建設 
2-2 維持管理用の機材調達 
3-1 適切な維持管理費の支出 
3-2 施設の運営および定期的な維

持管理の実施 
3-3 水料金の徴収 

【投入】 
日本側 （全23ｻｲﾄを含む計画全体） 
(1)調査団の派遣 

基本設計  
実施設計・施工監理 

(2)建設工事 16.99億円(B/D時) 
（維持管理用の機材と設計監理費を含む） 

 
セネガル側 

(1) 維持管理費（B/D報告書の数値を、

１か所あたりの平均値に換算したもの

を以下に示す）  
①政府負担分 7.1万円/年 
②住民負担分 115万円/年 
 

【前提条件】 
 

• 

III-19 

（備考） 地方村落給水計画基本設計調査報告書 1997年12月。 この地区は、計画23サイトのうちの１つである。 
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3.1.2 妥当性 

(1) セネガル国政府の政策との整合性および日本の援助政策との整合性 

 ティエス州タイバンジャイ村で実施された案件の「1.1.2 妥当性」の項(P III-4)で述

べたとおり、水供給案件の妥当性は高い。 

 

(2) 受益者のニーズ 

 案件実施前は、既存の浅井戸や深井戸があったものの、動力揚水設備が故障して

おり、安全かつ安定的で十分な量の水が得られていなかった。給水施設の改善ニー

ズが高かった。 

 また、水は必須のものであり、安全かつ安定的な水供給が継続的に行われることが

必要である。現時点においても受益者の基礎的ニーズに合致している。 

 

3.1.3 有効性 

 2003年のサーニャ村の給水裨益人口は、1,113人であった。住民1人当たりの水使

用量は、24.3ℓ/人/日であり、目標値35ℓ/人/日に比べると水使用量の値は小さかっ

た。ただし、給水量に対する住民の満足度は、93.3%と高いものとなっていた。また、

水質に対する住民の満足度も高く、「非常に良い」あるいは「良い」と回答した世帯が

100%となっていた。この村には、共同水栓が8か所あり、給水時間は、8:00～11:00と

17:00～18:30である。なお、子どもセンター1か所だけが戸別給水となっている。 

 以上から、１人当たり水使用量に関しては、プロジェクト目標は達成されていないも

のの、水量および水質に対する住民の満足度が高く、有効性があると評価できる。 

 

3.1.4 効率性 

 無償資金協力により建設された給水システムは、十分に活用され、運営収支上も黒

字であり、施設が適切に運営維持管理されていることから、効率性は高いと判断す

る。 

 以下に各成果の評価結果を示す。 

 

(1) 成果 1「事業計画書が作成される」および成果 2「給水施設が整備される」 

 1997年に基本設計調査が開始され、その後、無償資金協力により給水システムが

建設され、2000年から利用されている。効率性に特に問題点は見られない。 

 

(2) 成果 3「施設が適切に運営・維持管理される」 

 給水システムは十分に活用され、運営収支上の問題も特になく、良好に運営されて

いると言える。 
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3.1.5 インパクト 

 インパクトの概要を表3.3-2にまとめた。 

表3.3-2 インパクトの概要 
項 目 インパクトの概要 

保健衛生 水起因の病気の減少、身体の衛生状況、水汲み時間の短縮と労働の減少 
教育 女子の就学率 
所得向上・創出 女性の所得創出活動 

 

3.1.6 自立発展性 

 2000年に給水施設が建設されて間もないことから、給水システムに特に問題はな

い。また、水道メーターが各共同水栓に取り付けられていることと、使用量に応じた料

金徴収を行っていることから、運営収支面では良好な状況にある。この点では、しば

らくは自立発展性に大きな問題は生じないと考えられる。ただし、水管理委員会の運

営能力面が弱いと考えられることから、組織面の自立発展性に課題があると判断され

る。 

 

3.2 子どもセンターパイロットプロジェクト 

3.2.1 案件の概要 

 本案件は、開発調査「子どもの生活環境改善計画」（2001年12月～2004年7月）の

枠組みの中で実施されているパイロットプロジェクトである。カオラック州およびタンバ

クンダ州の合計4地区でパイロットプロジェクトが実施されている。そのうちの1地区

が、このサーニャ村である。なお、この開発調査の目的は、カオラック州およびタンバ

クンダ州の2州において「保健」「教育」のセクターにまたがって、幼児のおかれた環

境を総合的に調査分析し、これを改善するためのマスタープランを策定することにあ

る。パイロットプロジェクトの目的は、このマスタープラン策定のための実証データを得

ることにある。 

 本件評価では、このパイロットプロジェクトを単体の案件と想定して、プロジェクト目

標や上位目標を別途に設定し、評価を行うこととする。 

 なお、センター建物や人材の養成など各種準備活動を経て、子どもセンターの運

営開始に至ったのが2002年11月であり、これから効果の発現が始まる段階にある。プ

ロジェクト目標や成果の達成度を評価する段階にはないため、本評価調査では、こ

れまでの活動の成果や現況に関わるデータと聞き取り内容に基づいて、運営開始初

期段階の評価を行うこととする。 

 

 この案件の評価用PDMを表3.3-3に示す。（なお、この評価用PDMは、子どもセン

ターパイロットプロジェクトが実施されている4地区、共通である。）
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表3. 3-3 評価用PDM: 子どもセンターパイロットプロジェクト （4地区 共通） 
期間：2001年12月～2004年7月 

プロジェクトエリア： カオラック州サーニャ村、カオラック州トウーバ・カオラック・エクステンション地区、タンバクンダ州シンチューマレーン村およびカンナベタン地区 
ターゲットグループ： 対象地区の0歳から6歳までの子供 2003年3月JICA調査団作成 

プロジェクトの要約 指標 指標入手手段 外部要因 
【上位目標】 
パイロットプロジェクト終了後、自立した子どもセ

ンターの運営が継続する。 

 
• 

• 

• 

• 
• 
• 

子どもセンター運営の収支バランスが合う。（赤

字にならない） 
子どもセンター職員（教員や保育士、計4名）が

継続して勤務する。 
就学前児童のケアおよび教育が、定員通りの子

供に対して実施される。（極端に、少なかった

り、多かったりしない。適正人数が保たれる） 

 
会計記録 
職員従事記録 
子どもセンターに通う幼児数 

 
セネガル国の就学前

教育に係る方針が大

きく変更しない。 

【プロジェクト目標】 
パイロットプロジェクト終了時までに、自立した子

どもセンターの運営が可能となる。 

 
• 
• 

• 

• 
• 
• 

• 運営の収支バランスが合う。（赤字にならない） 
子どもセンター職員（教員や保育士、計4名）が

継続して勤務する。 
地域住民が、子どもセンターの存在を認知し、

信頼する。 

 
会計記録 
職員従事記録 
インタビュー調査の結果やインパクト評価

の結果報告 
 

 
必要に応じて、教育

省、カオラック州およ

びタンバクンダ州の

継続的な支援が得ら

れる。 
【成果】 
1 子どもセンターの計画書が作成される。 
2 子どもセンター建物・設備が整備される。 
3 運営委員会等により、子どもセンターの運営

管理が適切に行われる。 
4 子どもセンターにおいて就学前児童のケアお

よび教育、母親向け教育が適切に実施され

る。 
5 小規模プロジェクトにより、追加的所得が創出

される。 
6 子どもセンターの運営に対する認識が深ま

り、また幼児教育に係わる基礎的情報（保

健、衛生、栄養等）が普及する。 
7 蓄積されたデータや関係者の意見が取りまと

められ、必要な改善が図られる。 

 
1 計画書 
2 整備された建物や設備 
3 各委員会の会議開催と出席者数 
4-1 入所した児童が、パイロットプロジェクト終了

時まで継続して通う（ドロップアウト率が少な

いこと）。（定員60名/地区） 
4-2 母親向け授業の実施回数、参加者数 
5 小規模プロジェクトへの参加者数と所得創

出。（収支が黒字となる） 
6 シネバス活動の実施回数、参加者数 
7 各種記録が取りまとめられたレポート。 

 
1 インテリムレポート 
2 インテリムレポートおよびプログレスレ

ポート 
3 プログレスレポート 
4-1 プログレスレポート 
4-2 プログレスレポート 
5 プログレスレポート 
6 プログレスレポート 
7 モニタリングデータ（プログレスレポー

ト、フォローアップ調査、インタビュー調

査、インパクト評価等） 

• 子どもセンター運営

に関して、住民の協

力が得られる。 
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• 

• 

子どもセンター運営

に関して、住民の協

力が得られる。 
カオラック州および

タンバクンダ州の協

力が得られる。 

【活動】 
1-1 子どもセンターの機能・事業内容の計画を作

る。 
2-1 子どもセンターの建物を建設する。 
2-2 子どもセンターの設備や機材を整備する。 
3-1 子どもセンターに関わる運営マニュアル等を

作成する。 
3-2 子どもセンターに関わる各種委員会を構築

し、そのメンバーに対し、子どもセンター運営

に関する研修を実施する。 
3-3 運営委員会が子どもセンターの運営管理支

援を行う。 
4-1 就学前児童のケアおよび教育に関するカリ

キュラムを作成する。 
4-2 保健・栄養等に関する母親向け教育のため

の教材を作成する。 
4-3 子どもセンターの教員および保育士育成の

ためのカリキュラムと研修材料を作成する。 
4-4 子どもセンターの教員および保育士に対す

る研修を実施する。 
4-5 子どもセンターで就学前児童のケアおよび

教育。母親向け教育を実施する。 
5-1 小規模プロジェクトに関するマニュアルを作

成する。 
5-2 小規模プロジェクトの実施と運営管理を行

う。 
6 シネバス（映画上映用車輌）による啓蒙と広

報を行う。 
7 モニタリングの実施とデータの蓄積を行う。 

【投入】 
日本側 
調査団の派遣 

開発調査  10名 55人/月 
（この数値は、開発調査全体に従事する人月で

あり、子どもセンターだけを対象としたものではな

い） 
事業費（子どもセンター建設・設備費）  

建設費用： カオラック2か所  各530万円 
タンバクンダ2か所 各590万円 

設備費：  4か所とも同額で  各 70万円 
 

 
セネガル側 

カウンターパートの配置 10人（全体） 
 
 

地元住民側 
・子どもセンターの業務に従事する職員の

配置：各地区4名（各地区に教員（3-6才児

担当）2名、保育士2名（0-2才児担当） 
・子どもセンター運営管理に係る費用（入

所料金、授業料徴収代金でまかなう）： 
（概算の収支計画： 単位CFAフラン） 

 Touba 
Kaolack 

Sagna Camp 
Navetane 

Sinthiou 
Maleme 

収入

合計 
70,000    92,500 120,000 60,000

支出

合計 
64,000    83,000 104,000 58,000

収支 6,000    9,500 16,000 2,000 

【前提条件】 
• 

• 

地区住民が子どもセ

ンター建設に反対し

ない。 
子どもセンター建設

に適した用地が確保

される。 
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3.2.2 妥当性 

(1) セネガル国政府の政策との整合性 

 セネガル政府は第9次社会経済開発計画（1996～2001年）で、教育・人的資源開

発、基礎生活の充足などを重点分野に掲げていた。また、教育分野中期10か年計画

（1998～2007年）を策定し、初等教育就学率の向上、女子教育の向上等に取り組ん

でいるが、1999年における学齢期児童の初等教育就学率は約60%で依然不十分で

あった。保健医療分野では、国家保健開発計画（1998～2007年）および保健分野集

中開発5か年計画（1998～2002年）で、保健医療へのアクセス改善、人口増加率の

抑制等を掲げているが、乳児死亡率が高く、人口の33%が安全な水へのアクセス無

し（1999年、ユニセフ）という状況にあり、子供の置かれた衛生状況は劣悪であるとさ

れていた。 

 幼児の生活環境の悪化、就学率の伸び悩みを解消するためには、セクター横断

的・包括的な方法が有効であるという認識が高まり、2000年11月に幼児担当省(現在

は教育省に吸収)が設立された。そして大統領は、就学前児童のための託児所の建

設を全国28,000か所で行う方針を表明した。 

 以上のように、セネガル国政府の政策との整合性は高いと判断される。 

 

(2) 日本の援助政策との整合性 

 日本の現在の援助重点分野の一つとして、基礎生活の向上（水供給/教育/保健）

が掲げられている。本案件は、教育・保健に関わる案件であり、日本の援助政策との

整合性は高いと言える。 

 

3.2.3 有効性 

(1) プロジェクト目標の達成度について 

 サーニャ村の子どもセンターは2002年11月26日に開所された。本現地調査は2003
年2月上旬に実施しており、プロジェクト目標の達成度を評価する段階にはなかっ

た。ここでは、現地調査時に確認した事項を記す。 

 2002年11月と12月の収支実績は表3. 3-4のとおりであった。 

 

表3.3-4 サーニャ村子どもセンター実績 
 2002年11月 2002年12月 
収入 102,750CFAフランおよび稗粟類の物納

1,100kg（入所料金） 
47,500CFAフラン（月ごとの保育料） 

支出 無し 79,100CFAフラン 
収支 +102,750CFAフランおよび稗粟類の物納

1,100kg 
-31,600CFAフラン 

出典： Progress Report (2), The Study on the Improvement of Environment for Early Childhood in the Republic 
of Senegal, February 2003 
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 本来、月単位で収支が合うべきセンター運営であるが、運営開始月の12月の収支

が赤字になっていた。これは、保育料の支払いが遅れている親がいるためである（こ

の村の主収入源であるピーナッツの昨年の収量が、平年に比べ極端に悪かったこと

が原因である）。 

 教員および保育士の計4名は、継続して勤務していた。調査時点では、定員通りの

60名の子どもが通っており、さらに入所希望者が約30人いるとのことであった。子ども

センターの存在の認知度は高いと判断される。 

 

3.2.4 効率性 

 ほぼ当初の計画スケジュールに沿って、センター施設・機材の整備、人材養成のた

めの教材作成と研修が実施された。運営開始後も順調に活動が実施されており、効

率性は高いと判断する。以下に成果の達成度合いを記す。 

 

(1) 成果 1： 子どもセンターの計画書が作成される。 

 子どもセンター計画が策定され、開発調査「子どもの生活環境改善計画」インテリム

レポートに記載された。 

 

(2) 成果 2： 子どもセンター建物・設備が整備される。 

 子どもセンターの建物の建設と設備の調達がほぼ計画したスケジュールで実施さ

れた（2002年11月に建物完成）。 

 

(3) 成果 3： 運営委員会等により、子どもセンターの運営管理が適切に行われる。 

 運営委員会、監督委員会が設立され、メンバーに対する研修が実施された。それ

ぞれ定期的な会議を開催する計画となっている（運営委員会は毎月1回、監督委員

会は3か月ごとに1回）。運営委員会は、子どもセンターの運営が開始された2002年

11月以降、規定通り毎月、委員会を開催していた。 

 

(4) 成果 4： 子どもセンターにおいて就学前児童のケアおよび教育、母親向け教育が

適切に実施される。 

 計画通り、教員および保育士を育成するためのカリキュラムと研修材料が作成さ

れ、それに基づいて教員2名と保育士2名が養成された。4名全員が勤務を継続して

いる状況である。 

 2002年11月26日の運営開始以降、定員60名の就学前児童に対するケアおよび教

育が順調に進められている。 

(5) 成果 5： 小規模プロジェクトにより、追加的所得が創出される。 

 稗粟類の製粉に関する小規模プロジェクトが、2002年8月から開始され、9～12月の

期間に136,180CFAフランの利益を計上していた。なお、小規模プロジェクト参加者数

は9名であった。 
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(6) 成果 6： 子どもセンターの運営に対する認識が深まり、また幼児教育に係わる基

礎的情報（保健・衛生・栄養等）が普及する。 

 子どもセンターに対する認識を深め、幼児教育に係る基礎情報を普及することを目

的とする啓蒙活動（シネバス活動と称する）を5回実施する計画である。2002年2月ま

でには2回の活動が実施されていた。その内容は、「予防接種」（参加者数350名）と

「衛生」（参加者数350名）であった。 

 

(7) 成果 7： 蓄積されたデータや関係者の意見が取りまとめられ、必要な改善が図ら

れる。 

 モニタリングの実施とデータの蓄積に関しては、プログレスレポート等に記録が取り

まとめられている。 

 なお、子どもセンターでの就学前教育並びに子どものケアが行われている成果に

関する聞き取り調査から得られた情報として、以下のものがある。 

a. 大半の子どもは、適切なしつけを受けていなかったが、センターに通うようになっ

て、家族に対する態度や話し方が良くなった。 

b. 母親が多忙のため、子どもの世話が十分に見ることができなかった。現在では、

子どもをセンターに預けている間に、仕事等の用事のために他の町村に出かけ

るための時間ができた。 

c. センターに簡単な救急セットが常備されているので、簡単な傷などの処置がすぐ

にできて便利である。 

3.2.5 インパクト 

 運営が開始されたばかりであり、インパクトを評価できる段階ではなかった。 

 

3.2.6 自立発展性 

 財務的に自立できるかどうか、今後の推移に留意する必要がある。 

 「有効性」に記したとおり、保育料金（1,500CFAフラン）を支払えない親がいることか

ら、収入が不足し、2002年12月の運営収支が赤字となっている。2003年2月上旬時

点で、2002年12月分の保育料を支払っていない親が60人中12人、2003年1月分の

保育料を支払い済みの親は7人だけという状況であった。この村の主たる生産活動は

農業で、ピーナッツが主収入源である。昨年の収穫が平年の4分の1位しかなかった

ことが、支払いを困難にさせている要因である。次の農作物の収穫時期まで半年以

上あるので、少なくともこの期間は、財務面で厳しい状況が続く恐れがある。 
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4 カオラック州セグレセッコ村で実施された案件（単一援助村落） 
4.1 地方水道整備計画（無償） 

4.1.1 案件の概要 

 セグレセッコ村は、カオラック市からとタンバクンダ市へ向かう幹線道路を車で約30
分走った所にあるBirkelane村で南に向きを変え、未舗装の道をさらに約20分走った

所にある村である。ダカールから車で約5時間、州都カオラックからは車で約50分の

位置にある。農業を主とする人口1,500人の村である。 

 1990年度の無償資金協力「地方水道整備計画」の計画対象15地区の1地区とし

て、給水施設が建設された。計画年次は、2000年までの10年間で、計画裨益人口

1,220人、裨益家畜頭数1,860頭である。給水施設は、1993年に完成した。 

 この案件の評価用PDMを表3. 4-1に示す。 

 

III-27 
 



表3. 4-1 地方水道整備計画（カオラック州セグレセッコ村）評価用PDM   
プロジェクトエリア： Kaolack州Kaffrine県Birkilane郡Ndionick村落共同体Segre Sekko地区 期間：1990年2月(B/D)～2000年 
ターゲットグループ： 地区住民 1,220名と家畜1,860頭（計画年次2000年） 2002年12月JICA調査団作成 

プロジェクトの要約 指標 指標入手手段 外部要因 
【上位目標】 
地域住民の生活水準の向上と保健衛生

の向上、地域経済の活性化。 

• 
• 
• 

• 
• 
• 

給水率（都市との比較） 
所得の向上 
保健衛生面の指標の改善（水に起因す

る病気等） 

質問票調査（給水率） 
質問票調査 
質問票調査（保健衛生） 

 
 

【プロジェクト目標】 
安全かつ安定した水の供給が行われる

（計画年次は2000年。住民用および家畜

用）。 

 
• 

• 

• 
• 

• 

• 地区住民1,220名および家畜1,860頭用

の飲料水が供給される。（目標値： 住民

35 ℓ/人/日） 
良好な水質 

 
質問票調査（水利用量、給水量） 
質問票調査（裨益人口、裨益家畜頭

数） 
質問票調査（水質に対する住民の満

足度） 

 
極度の干ばつ等による水不足や降雨

不足が発生しない。 

【成果】 
1 事業計画書が作成される。 
2 給水施設が整備される。 
3 施設が適切に運営・維持管理される。 

 
1 基本設計報告書 
2 建設された施設 
3 水道施設運営の収支が合う。 

 
1 基本設計報告書 
2 総合報告書 
3 水道施設の維持管理記録（水料金

徴収状況、維持管理費用） 

 
• 

• 
• 
• 

発電機用燃料（ディーゼル等）が安定

的に供給される。 
スペアパーツの入手が容易である。 
急激に人口が増加しない。 
家畜頭数が、急激に増加しない。 
研修を受けた運転要員が継続して業

務に従事する。 
【活動】 
1-1 基本設計調査の実施 
1-2 実施設計・施工監理の実施 
2-1 給水施設の建設 
2-2 維持管理用の施設建設と機材調達 
2-3 運転要員候補者への研修実施 
3-1 適切な維持管理費の支出 
3-2 施設の運営および定期的な維持管理

の実施 
3-3 水料金の徴収 

【投入】 
日本側（全体計画15ｻｲﾄと維持管理セン

ター2か所） 
(1) 調査団の派遣 

基本設計 3名 
実施設計・施工監理 

(2) 建設工事 18.33億円（EN金額合計） 
（維持管理用機材、設計監理費を含む） 

 
セネガル側 

(1) 維持管理費  
 
 
 
 
 

 

【前提条件】 
 

• 
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（備考） 地方水道整備計画基本設計調査報告書（第7次） 1990年6月。 （セグレセッコ地区は、給水施設整備計画15地区のうちの１つである） 
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4.1.2 妥当性 

(1) セネガル国政府の政策との整合性および日本の援助政策との整合性 

 ティエス州タイバンジャイ村で実施された案件の「1.1.2 妥当性」の項(P III-4)で述

べたとおり、水供給案件の妥当性は高い。 

 

(2) 受益者のニーズ 

 案件実施以前、計画地区には深井戸と小型動力ポンプがあったものの、小規模か

つ老朽化した施設であるため、十分な水量を得ることができなかった。また、配水施

設もなかった。そのため、十分な水量を得られる水道施設を整備する必要性が高

かった。 

 また、水は必須のものであり、安全かつ安定的な水供給が継続的に行われることが

必要である。現時点においても受益者の基礎的ニーズに合致している。 

 

4.1.3 有効性 

 以下に説明するように、１人当たり水使用量に関する目標値は達成されていないも

のの、水量および水質に対する住民の満足度が高く、ある程度の有効性が得られて

いると評価できる。 

 2002年2月時点の村の給水裨益人口は、1,500人であった。計画年次の2000年を2
年ほど過ぎており、計画人口以上の人口を抱えている。住民1人当たりの水使用量は

30.2ℓ/人/日であり、目標値35ℓ/人/日に比べてやや少ないが、給水量に対する住民

の満足度は、100%と高いものとなっている。水質に対する満足度も高く、「非常に良

い」あるいは「良い」と回答した世帯が100%となっている。この村には、共同水栓が8
か所あり、給水時間は、8:00～12:00と13:00～19:00となっている。各戸給水で水道

メーターが取り付けられている場合（9戸。全戸数の6%）は、1日24時間、水利用が可

能である。かなり水の利便性が高いと思われる。 

 

4.1.4 効率性 

 無償資金協力により建設された給水システムは、ほぼ十分に活用され、運営収支

上も黒字を計上し、施設がほぼ適切に運営維持管理されていることから、ある程度高

い効率性があると判断する。以下に成果の度合いを示す。 

 

(1) 成果 1「事業計画書が作成される」および成果 2「給水施設が整備される」 

 1990年に基本設計調査が開始され、その後、無償資金協力により給水システムが

建設され、1993年から利用されている。効率性に特に問題点は見られない。 
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(2) 成果 3「施設が適切に運営・維持管理される」 

 給水システムは、ポンプを長時間稼働させても、なかなか貯水タンクが満杯になら

ないというハード面での課題を抱えているものの良く活用されいる。最近の運営収支

も黒字となっており、ほぼ良好に運営されていると言える。 

 

4.1.5 インパクト 

 インパクトが認められた主な項目には、保健衛生（水起因の病気の減少、水汲み時

間の短縮と労力の軽減）と所得向上（家畜飼育）があった。  

 

4.1.6 自立発展性 

(1) 技術面 

 給水システムのハード面では、長時間ポンプを稼働させてもなかなか貯水タンクが

満杯にならないことや、そのため多量の燃料を消費するという問題点が指摘されてい

る。この原因は不明であるが、必要以上の経費がかかっている状況にあった。自立発

展性を確保するためには改善すべき課題のひとつである。また、6か月の研修を受け

た後に配属されたオペレーターが死去してしまったため、現在村落住民以外の人間

がオペレーターとして従事している。村民は、現在のオペレータは十分な技能を有し

ていないと評価しており、新たに村落の住民に研修を受けさせ、オペレーターとして

従事してもらいたいとの意向を持っている。この点についても、自立発展性を確保す

るため対処すべき課題と考える。 

 

(2) 財務面 

 水管理委員会の財務面が改善され、借金を返済し、銀行口座に預金できるまでに

なった。財務上良好な状況にあると判断した。 

 

(3) 組織面 

 水管理委員会のメンバーの中に、他の組織や事業での活動経験者が含まれている

ことから、組織面の自立発展性に特に問題があるわけではない。ただし、組織運営に

関する研修を受けた人間がいないので、組織運営にかかる能力強化が自立発展性

を高めるうえで重要である。 

 

5 カオラック州トウーバ・カオラック・エクステンション地区（単一援助地区） 
5.1 子どもセンターパイロットプロジェクト 

5.1.1 案件の概要 

 案件の概要は、既述の3.2項(P III-21)のサーニャ村の子どもセンターパイロットプロ

ジェクトと同じであるので、ここでは省略する。また、評価用PDMもほぼ共通であるの

で省略する。 
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5.1.2 妥当性 

 妥当性も、既述の3.2項のサーニャ村の子どもセンターパイロットプロジェクトと同じ

であるので、ここでは省略する。 

 

5.1.3 有効性 

(1) プロジェクト目標の達成度について 

 この地区での子どもセンターパイロットプロジェクトの運営開始は2002年11月4日で

あり、現地聞き取り調査を実施したのは、2003年2月上旬で、開始からわずか3か月で

ある。したがって、プロジェクト目標の達成度を評価できる時期ではまだない。そこ

で、現時点での状況を以下に示す。 

 運営の収支についての、2002年11月と12月の実績は表3.5-1のとおり。これまでのと

ころ、黒字であり、順調な立ち上がりである。 

 

表3. 5-1 トウーバ・カオラック・エクステンション子どもセンター収支 
 2002年11月 2002年12月 
収入 315,000CFAフラン（入所料金） 135,000CFAフラン（月ごとの保育料） 
支出 142,225CFAフラン 105,000CFAフラン 
収支 +172,775 CFAフラン +30,000CFAフラン 
出典： Progress Report (2), The Study on the Improvement of Environment for Early Childhood in the Republic 

of Senegal, February 2003 

 

 教員および保育士の計4名は、継続して勤務している。また、定員より多い90名の

子どもが、センターに通っている。入所希望が非常に多かったことに対処するために

この様な状況になった。来年以降の入所希望者でリストになっているだけでもまだ、

約50人いる。子どもセンターの存在の認知度は高いと判断される。 

 

5.1.4 効率性 

 ほぼ当初の計画スケジュールに沿って、センター施設・機材の整備、人材養成のた

めの教材作成と研修が実施された。運営開始後も順調に活動が実施されており、効

率性は高いと判断する。以下に成果の達成度を記す。 

 

(1) 成果 1： 子どもセンターの計画書が作成される。 

 インテリムレポートで、子どもセンター計画内容が記述されている。 

 

(2) 成果 2： 子どもセンター建物・設備が整備される。 

 子どもセンターの建物の建設と設備の調達がほぼ計画したスケジュールで実施さ

れた（2002年11月に建物完成）。 

III-31 
 



 

(3) 成果 3： 運営委員会等により、子どもセンターの運営管理が適切に行われる。 

 運営委員会、監督委員会が作られメンバーに対する研修が実施された。それぞれ

定期的な会議を開催する計画となっている（運営委員会は毎月1回、監督委員会は3
か月ごとに1回）。運営委員会は、子どもセンターの運営が開始された2002年11月以

降、規定通り毎月1回、委員会を開催している。 

 

(4) 成果 4： 子どもセンターにおいて就学前児童のケアおよび教育、母親向け教育が

適切に実施される。 

 計画通り、教員および保育士を育成するためのカリキュラムと研修材料が作成さ

れ、それに基づいて教員2名と保育士2名が養成された。4名全員が勤務を継続して

いる状況である。 

 2002年11月4日の運営開始以降、定員より多い90名の就学前児童に対し、ケアお

よび教育が順調に進められている。 

 

(5) 成果 5： 小規模プロジェクトにより、追加的所得が創出される。 

 運営委員会の委員長によれば、染色作業と製品の販売を行う小規模プロジェクトは

2003年1月に開始された。プロジェクト立ち上げ時には、12名のメンバーが2,500CFA
フランづつ出資し(合計30,000CFAフラン）、布地や染料などの材料を購入した。これ

までに、45,000CFAフランの売り上げがあり、利益は出ている。この利益は、次の材料

を購入するために使う予定である。現在は、知人などに販売している程度であるが、

将来的には市場での販売を行いたいと考えている。 

 

(6) 成果 6： 子どもセンターの運営に対する認識が深まり、また幼児教育に係わる基

礎的情報（保健、衛生、栄養等）が普及する。 

 5回の啓蒙活動（シネバス活動と称する）の実施を予定しており、これまでに2回が実

施されている。内容は、第1回目（参加者数250名）が予防接種について、第2回目

（参加者数250名）が衛生についてであった。 

 

(7) 成果 7： 蓄積されたデータや関係者の意見が取りまとめられ、必要な改善が図ら

れる。 

 モニタリングの実施とデータの蓄積に関しては、プログレスレポート等に記録が取り

まとめられている。 

 

 なお、就学前教育並びに子どものケアが行われている成果について母親や住民か

ら聞いた話には、以下のものがある。 

a. 子ども達の態度が変わった。年輩者への接し方がより丁寧になり、話し方も丁寧

になった。 
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b. 子ども達は、センターで学んだことを親に話すようになり、以前より良く笑ったり、

歌を歌ったりするようになり、より積極的になった。 

c. これまでは、ゴミが散乱している場所で遊んでいたので、病気にかかることもあっ

た。一方、センター内は清潔な環境に保たれているので、罹患する危険から免れ

ている。 

d. 母親向けの研修として、子どもの母親全員が、「子どもの健康と病気の予防につ

いて」学んだ。参加者全員が良かったと満足している。 

 

5.1.5 インパクト 

 まだ、運営が開始されたばかりであり、インパクトについて評価できる段階ではな

い。 

  

5.1.6 自立発展性 

 運営委員会の委員長によれば、保育料金（月額1,500CFAフラン）は、この地区の住

民にとって支払い困難な金額でないとのこと。また、この地区は、カオラック市の市街

地の一部であり、天候に左右される農業を主たる職業としている人はほとんどいな

い。これらのことから財務面での自立の可能性は大きいと考えられる。 

 

6 カオラック州ンディオニク村（他ドナー機関による水供給プロジェクト実施村

落） 
 この村では、他ドナー機関による水供給案件が実施されている。当該計画のプロ

ジェクト目標が不明のため、他の水供給案件と同じものと想定して評価を行った。た

だし、成果および活動が不明のため、効率性については割愛した。 

 

(1) 案件の概要 

 1989年にイタリアの援助で給水システムが建設され、その後1999年にベルギーの

支援で、給水施設の改修（150m3の容量の貯水塔や電動設備の設置）が実施され

た。この給水システムの給水対象村落は、10か村である。 

 

(2) 妥当性 

 「1.1.2 妥当性」(P III-4)で述べたとおり、セネガル政府の政策面から見た水供給案

件の妥当性は高い。また、ンディオニク村はこの給水施設以外に適切な給水手段を

持っていないため、住民側のニーズにも合致した案件内容となっている。 

 

(3) 有効性 

 前述の通り、ここでは、他の水供給案件のプロジェクト目標と同一に設定して、その

達成度を評価した。 
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 住民1人当たりの水使用量は、26.2ℓ/人/日であり、目標値35ℓ/人/日に比べて約9ℓ/
人/日少ない水利用となっている。給水量に対する住民の満足度は、100%となってい

る。水質に対する住民の満足度も高く、「非常に良い」あるいは「良い」と回答した世

帯が100%となっている。 

 水使用量については、目標を達成しているとは言い難いが、住民は水量および水

質ともに満足している。 

 以上より、プロジェクト目標は、おおよそ達成されていると判断する。 

 

(4) インパクト 

 本案件のインパクトとして、以下の事項があげられる。 

a. 水に起因する病気の減少  

b. 乳幼児死亡率の低下 

c. 家畜の増加 

d. 衛生状態の改善 

e. 水汲み時間の減少 

 

(5) 自立発展性 

 世帯調査結果では、水管理委員会が「機能している」との回答は60.0%であった。

料金徴収や料金管理に問題があるとの回答もあり、水管理委員会の運営体制には

改善の余地がある。 

 なお、水管理委員会のメンバーは、他の地区と異なって手当をもらっているため、

活動的であるとされている（他の地区では、基本的にオペレーターだけが、給料をも

らって働いている）。 

 

7 タンバクンダ州グディリ村で実施された案件（複数援助村落） 
7.1 地方水道施設整備計画（無償） 

7.1.1 案件の概要 

 グディリ村は、タンバクンダ市から更に国道を東へ車で約1時間走った所にある村

で、国道沿いにある。ダカールからの距離は、578kmである。農牧業を主とする人口

約2,500人の村である。公共施設には、医療センター、小学校、中学校、グディリ郡役

場などがある。 

 1993年度の無償資金協力「地方給水施設整備計画」で、計画対象19地区のうちの

1地区としてグディリ村が選定され、給水施設の改修・拡充工事が実施された。計画

年次は、2003年までの10年間で、計画裨益人口3,550人、裨益家畜頭数7,730頭であ

る。 

 この案件の評価用PDMを表3. 7-1に示す。 
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表3. 7-1 地方給水施設整備計画（タンバクンダ州グディリ村）評価用PDM 
プロジェクトエリア： Tambacounda州Bakel県Goudiry郡Goudiry村落共同体Goudiry村 期間：1993年8月(B/D)～2003年 
ターゲットグループ： 地区住民 3,550名と家畜7,730頭（計画年次2003年） 2003年3月JICA調査団作成 

プロジェクトの要約 指標 指標入手手段 外部要因 
【上位目標】 
地域住民の健康増進と牧畜生産の増加、

地域経済の活性化。 

• 
• 
• 

• 
• 
• 

給水率（都市との比較） 
所得の向上 
保健衛生面（水に起因する病気等）の指

標 

質問票調査（給水率） 
質問票調査 
質問票調査（保健衛生） 

 

【プロジェクト目標】 
安全かつ安定した水の供給が行われる

（住民用および家畜用。計画年次2003
年）。 

 
• 

• 

• 
• 
• 

• 地区住民3,550名および家畜7,730頭用

の飲料水が供給される。（住民35 ℓ /人/
日） 
良好な水質 

 
質問票調査（水利用量） 
質問票調査（裨益人口） 
質問票調査（水質に対する住民の満

足度） 

 
極度の干ばつ等による水不足や降雨

不足が発生しない。 

【成果】 
1 事業計画書が作成される。 
2 給水施設が整備される。 
3 施設が適切に運営・維持管理される。 

 
1 基本設計報告書 
2 建設された施設 
3 水道施設運営の収支が合う。 

 
1 基本設計報告書 
2 総合報告書 
3 質問票調査（水料金徴収状況、維

持管理費用） 

 
• 
• 
• 

スペアパーツの入手が容易である。 
急激に人口が増加しない。 
家畜頭数が、急激に増加しない。 

 
研修を受けた運転要員が継続して業

務に従事する。 
 

【活動】 
1-1 基本設計調査の実施 
1-2 実施設計・施工監理の実施 
2-1 給水施設の建設 
2-2 維持管理用の機材調達 
2-3 運転要員候補者への研修実施 
3-1 適切な維持管理費の支出 
3-2 施設の運営および定期的な維持管理

の実施 
3-3 水料金の徴収 

【投入】 
日本側（計画全体19ｻｲﾄ） 
(1) 調査団の派遣 

基本設計  
実施設計・施工監理 

(2) 建設工事 18.01億円(EN金額合計) 
（維持管理用機材、設計監理費を含む） 

 
セネガル側（計画全体19ｻｲﾄ） 

(1) 維持管理費  
①政府負担分 356.1万円/年 
（1ｻｲﾄ当たり平均 18.74万円/年） 
②地元住民負担分 2,147.8万円/年 
（グディリ地区は、147.8万円/年） 
 
 

 

【前提条件】 
 

• 
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（備考） 地方給水施設整備計画基本設計調査報告書 1993年12月。 （グディリ地区は、給水施設整備計画19地区のうちの１つである）
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